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原　著

Ⅰ．緒　言
日本の出生数は減少傾向にあり，合計特殊出

生率は，1947 年の 4.54 を最高として下がり続け，
現在では約 1.40 と人口維持のために必要な女性
1 人あたりの出産数を示した人口置換水準の 2.07
を維持できていない 1 ～ 3）。宮崎県の 2022 年の合
計特殊出生率は 1.63 であり，全国平均 1.26 より
高値であったが，全国と同様に人口置換水準には
到達していない 4）。

日本では，1990 年のいわゆる「出生率 1.57 ショッ
ク」を契機に，出生率の低下を防ぐために，仕事
と子育ての両立支援など子供を生み育てやすい環
境づくりに向けての検討が開始された 5）。少子化
が進行する理由として，未婚化・晩婚化・晩産化

の進行，結婚しても理想の子供の数を持てないこ
と 6），さらに，第 1 子時の満足の行く出産体験や
母親としての自信と肯定感，第 1 子出産後の生活
への適応が，第 2 子の妊娠・出産を考えることに
繋がることが報告されている 7）。夫婦の出産意識
調査によると，約 80％が 2 ⼈⽬以降の出産を躊躇
する理由として経済的な理由が最も多く，次いで
時間の制約や第 1 ⼦の⼦育ての負担感であった 8）。

以上のように，次子を持てない理由が幾つか報
告されているが，これらの理由は，地域の特性，
地域の経済状態，夫婦を取り巻く環境等で異なる
可能性がある。そこで，本研究は宮崎市で子育て
中の母親を対象に，人口置換水準以上（子供を 3
人以上）持つことに影響を与える要因を明らかに
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することを目的とした。
Ⅱ．研究方法
1．研究対象と方法

宮崎市内に在住の未就学児を子育て中の女性を
対象に，2021 年 6 月 3 日～ 11 月 30 日の期間に無
記名質問紙調査を行った。43 歳以上の不妊治療
保険適応外およびパートナー無しの女性を除外し
た。回答方法は，配布したチラシの QR コードか
ら Google フォームにアクセスして回答する方法
と紙媒体の質問紙で回答する方法の2通りとした。

調査内容は，基本属性，理想の子供数と現在の
子供数，子供を持つことに対する価値観，次子希
望の無い者に対する子供を生むつもりのない理由
を調査した。対象者のうち，現在の子供数が理想
の子供数を上回っている群を理想達成群と下回っ
ている群を理想未達成群として 2 群にわけて検討
した。

子供を持つことに対する価値観は，出生動向基
本調査で用いられている質問項目 9）をもとに 15
項目作成し，質問した。これに対する回答の「あ
てはまる」「ややあてはまる」を Yes，「あまりあ
てはまらない」「あてはまらない」「どちらともい
えない」を No と分類した。

健康状態が，次子希望に影響を与える可能性が
ある。そのため，健康関連 QOL 尺度である SF-
12v2 Ⓡ（以下，SF-12）10）を用いてコンポーネン
トサマリー（身体的側面：以下 PCS，精神的側面：
以下 MCS，役割 / 社会的側面：以下 RCS）の 3
つの側面から健康状態を評価した。
2．統計分析

対応のない 2 群間の比較にはχ2 検定，Fisher
テスト，Mann-Whitney U 検定を用いた。有意水準
は 5％未満とした。統計分析には，統計解析ソフト
Windows 版 SPSS Statistics version 27を用いた。
3．倫理的配慮

本研究は宮崎大学医学部医の倫理委員会の承認
を得て行った（O-0938 号）。
Ⅲ．結　果

384 名の回答者から 43 歳以上の母親 36 名と
パートナーがいない母親 12 名を除外した 336 名
を対象とした。
1．対象者全体および理想の子供数達成の有無別

の基本属性（表 1）
次子希望者は，全体で 188 名（56.0％），核家

族の世帯は 309 名（92.0％）であった。理想未達
成群の年齢は，理想達成群の年齢と比較して有意
に低かった（p ＜ 0.01）。理想未達成群の次子希
望有りの割合は理想達成群と比較して有意に高
かった（p ＜ 0.01）。

現在の子供数は，理想達成群では 2 人が最も多
く，理想未達成群では 1 人が最も多かった。妊
娠前に仕事を持っている者の割合は，理想未達
成群の方が理想達成群と比較して有意に高かった

（p ＜ 0.05）。
健康状態を示す SF-12 得点においては，いず

れの項目において両群間に有意な差は認められな
かった。
2．理想の子供数達成の有無別，次子希望に関わ

る基本属性の比較（表 2）
理想達成群（136 名）の中で，さらに次子を希

望する者は 23 名（16.9％）であった。一方，理
想未達成群（200 名）の中で，次子を希望する者
は 165 名（82.5％）であった。理想達成群および
未達成群の両群とも，次子希望あり群の年齢は次
子希望なし群と比較して有意に低かった。SF-12
得点は，いずれの項目においても次子希望有無
の群間で有意な差は認めなかったが，両群ともに
MCS の得点が国民標準値を上回っていた。
3．理想の子供数と現在の子供数の関係

現在の子供数の平均は 1.88 人，理想の子供
数の平均は 2.59 人であった。理想達成群（n ＝
136）の中で，現在の子供数と理想の子供数が一
致している者は 127 名（理想の子供数別の内訳：
1 人；n ＝ 10，2 人；n ＝ 70，3 人；n ＝ 37，4 人；
n ＝ 6，5 人；n ＝ 4）であり，理想より多い子供
数を達成した者は 9 人（理想の子供数別の内訳：
1 人；n ＝ 1，2 人；n ＝ 4，3 人；n ＝ 4 人）であっ
た。理想達成群の内，次子希望のある者は 23 名（現
在の子供数別の内訳：1 人；n ＝ 3，2 人；n ＝
12，3 人以上；n ＝ 8 名）であった。

一方，理想未達成群（n ＝ 200）の中で，次子
希望のない者は 36 人（現在の子供数別の内訳：
1 人；n ＝ 7，2 人；n ＝ 22，3 人；n ＝ 6，4 人；
n ＝ 1）であった。また，現在の子供数が理想の
子供数を下回っている者は 200 名（59.5％）であっ
た。この内，次子希望のある者は 165 名（現在の
子供数別：1 人；n ＝ 112，2 人；n ＝ 47，子供数
3 人以上；n ＝ 5）であった。



2026 年 1 月母性衛生・第 66 巻 4 号

− 515 −

4．1 組の夫婦が人口置換水準以上（子供を 3 人
以上）の子供を持つための要因

子供を 3 人以上持つ見込みのある A 群（現在
の子供数が 2 人で次子希望有り），理想の子供数
が低い B 群（現在の子供数が 2 人以下で，理想
の子供数を達成し，次子希望無し），理想の子供
数を諦めた C 群（現在の子供数が 2 人以下で理
想の子供数を達成していないが次子希望無し），
既に 3 人以上の子供のいる D 群の 4 群に分けた。
各群の対象者数は，A 群 59 名（17.6％），B 群 66
名（19.6％），C 群 29 名（8.6％），D 群 67 名（19.9％）
であった。

各群の背景を表 3 に示した。A 群の年齢は，
他の 3 群の年齢と比較して有意に低かった（p ＜
0.01）。同居家族では，A 群は，B 群と比較して，
核家族の割合が有意に低く（p ＜ 0.05），さらに，
妊娠前に就労していた者の割合が有意に高かった

（p ＜ 0.05）。SF-12 得点においては，A 群の RCS
得点は，B 群と比較して有意に低かった（p ＜
0.05）。

子供を持つことの価値観を 4 群間で比較した
（表 4）。A 群の中で「生活が豊かになり楽しくな
る」「家系を次世代につなぐ」「老後の支えとなる」

「子供がいる生活に憧れる」および「親の社会的

表 1　対象者全体および理想の子供数達成の有無別の基本属性

理想の子供数
p 値全体

（n ＝ 336）
達成群

（n ＝ 136）
未達成群

（n ＝ 200）

年齢 平均 34.2 ±   4.5 35.3 ±   4.2 33.5 ±   4.5 ＜ 0.01

＜ 20 1（  0.3） 0（  0.0） 1（  0.5）
20-24 5（  1.5） 1（  0.7） 4（  2.0）
25-29 41（12.2） 12（  8.8） 29（14.5）
30-34 125（37.2） 44（32.4） 81（40.5）
35-39 119（35.4） 54（39.7） 65（32.5）
≧ 40 45（13.4） 25（18.4） 20（10.0）

次子希望 有 188（56.0） 23（12.2） 165（82.5） ＜ 0.01
無 148（44.0） 113（76.4） 35（23.6）

子供数 1 人 129（38.4） 10（  7.4） 119（59.5）
2 人 140（41.7） 71（52.2） 69（34.5）
3 人以上 67（19.9） 55（40.4） 12（  6.0）

同居家族 夫＋子供 309（92.0） 128（94.1） 181（90.5） 0.23
夫＋親族 27（  8.0） 8（  5.9） 19（  9.5）

世帯収入 ＜ 300 万 26（  7.7） 13（  9.6） 13（  6.5） 0.30
300-500 万 118（35.1） 46（33.8） 72（36.0）
500-700 万 87（25.9） 31（22.8） 56（28.0）
700-900 万 65（19.3） 27（19.9） 38（19.0）
≧ 900 万 40（11.9） 19（14.0） 21（10.5）

妊娠前の仕事 有 304（90.5） 115（84.6） 189（94.5） ＜ 0.05
無 32（  9.5） 21（15.4） 11（  5.5）

支援者 有 267（79.5） 110（80.9） 157（78.5） 0.60
無 69（20.5） 26（19.1） 43（21.5）

健康尺度 PCS 47.5 ± 10.8 47.6 ± 10.6 47.4 ± 10.9 0.69
MCS 55.3 ±   8.0 54.5 ±   7.8 55.9 ±   8.1 0.10
RCS 41.0 ± 11.1 42.0 ± 11.7 40.3 ± 10.5 0.12

（　）は％を示す



2026 年 1 月母性衛生・第 66 巻 4 号

− 516 −

信用が高くなる」の項目に関して肯定的に捉えて
いる者の頻度は，B 群と比較して有意に高かった

（p ＜ 0.05）。
C 群において理想の子供数を諦めた要因は，多

いものから「年齢的な要因」「体力的要因」「子育
てに掛かる費用，収入が不安定」であった（表 5）。
Ⅳ．考　察

今回の研究で，宮崎市に在住の未就学児を子育
て中の女性を対象に子育て中の母親が，子供を 3
人以上持つことに影響を与える要因を明らかにす
るために無記名質問紙調査を行った。その結果，
子供を持つことに対する価値観と年齢が影響を与
える要因であることが分った。一方で，世帯収入
や健康尺度は影響を与える要因ではなかった。

今回の研究で明らかにした人口置換水準以上の
子供を持つことに影響する子供を持つ価値観は，
極めて個人的な要因である。国立社会保障人口問

題研究所や内閣府や調査では，理想の子供数が 1
人以上である夫婦における子供を持つことに肯定
的なカップルが減少し，これには社会的な背景の
変化が影響していることが報告されている 11, 12）。
また，柏木らの調査では，子供を持つことの価値
観は，子育てに伴う自分の環境や周囲の子育て支
援が影響を受け，この価値観は，特に若い世代，
有職者，子供数の少ない層で低下していると報告
している 13）。さらに，野崎は，女性が子供を産
む意思に関連する要因として，「妊娠・出産・育
児に対する考え」や「ライフスタイル・生活に対
する考え」といった価値観が影響していると報告
している 14）。2005 年に発表された経済協力開発
機構（OECD）加盟国の出生率に関する報告の中
で，満ち溢れた人生のために子供をもつ必要性
を感じている日本人女性の割合は 35 ～ 50 歳の
53％に対して 15 ～ 34 歳では 39％と低い結果で

表 2　理想の子供数達成の有無別，次子希望に関わる基本属性の比較

理想達成群（n ＝ 136）
p 値

理想未達成群（n ＝ 200）
p 値次子希望 次子希望

有（n ＝ 23） 無（n ＝ 113） 有（n ＝ 165） 無（n ＝ 35）

年齢 平均 33.8 ±   4.0 35.6 ±   4.1 ＜0.05 32.8 ±   4.3 36.5 ±   4.3 ＜0.01

＜ 20 0（  0.0） 0（  0.0） 1（  0.6） 0（  0.0）
20-24 0（  0.0） 1（  0.9） 3（  1.8） 1（  2.9）
25-29 3（13.0） 9（  8.0） 28（17.0） 1（  2.9）
30-34 11（47.8） 33（29.2） 74（44.8） 7（20.0）
35-39 7（30.4） 47（41.6） 47（28.5） 18（51.4）
≧ 40 2（  8.7） 23（20.4） 12（  7.3） 8（22.9）

同居家族 夫＋子供 20（87.0） 108（95.6） 0.13 148（89.7） 33（96.7） 0.54
夫＋親族 3（13.0） 5（  4.4） 17（10.3） 2（  3.3）

世帯収入 ＜ 300 万 2（  8.7） 11（  9.7） 1.00 11（  6.7） 2（  3.3） 1.00
300-500 万 10（43.5） 36（31.9） 57（34.5） 15（42.9）
500-700 万 4（17.4） 27（23.9） 49（29.7） 7（20.0）
700-900 万 2（  8.7） 25（22.1） 35（21.2） 3（  8.6）
≧ 900 万 5（21.7） 14（12.4） 13（  7.9） 8（22.9）

妊娠前の仕事 有 21（91.3） 94（83.2） 0.53 158（95.8） 31（88.6） 0.10
無 2（  8.7） 19（16.8） 7（  4.2） 4（11.4）

支援者 有 20（87.0） 90（79.6） 0.57 130（78.8） 27（77.1） 0.83
無 3（13.0） 23（21.6） 35（21.2） 8（22.9）

健康尺度 PCS 45.3 ±   8.8 48.1 ± 10.8 0.14 47.7 ± 11.1 45.5 ±   9.8 0.23
MCS 56.5 ±   6.1 54.1 ±   8.0 0.19 56.2 ±   8.0 54.8 ±   8.5 0.38
RCS 43.2 ± 12.1 41.9 ± 11.6 0.65 40.2 ± 10.8 40.5 ±   9.5 0.97

（　）は％を示す
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あった 15）。この世代間の違いは他の加盟国の中
ではポルトガルに次いで 2 番目に高い。この報告
から約 20 年が経過して，この傾向は益々強くなっ
ていることが懸念される。現在社会では，少子化
や核家族化に伴って子供との触れ合う機会が減少
している。2014 年の中高生 1,200 名を対象とした
調査では，未就学児と触れ合う機会がないと回答
した者は 72.7％であった 16）。また，触れ合う機
会がない群は，子供を持つことの願望の低下や子
供を持つことへの肯定的なイメージの低下，子育
て費用が増えるとの否定的な意見の増加に繋がる
と報告している 16）。子供を持つことへの肯定的
な価値観を高めるためには，幼少期から子供を持
つことに対する肯定的な価値観を高めて行けるよ
うな環境作りを，看護職を含めた社会全体で考え
ていく必要があると考える。

次に，年齢と体力についてであるが，理想未達

成で次子希望の無い群の 50％以上が，年齢や体
力的な要因を理由に挙げていた。第 16 回出生動
向基本調査でも上位に高年が理由として挙がって
いた 11）。令和元年の第 1 子出産時の母年齢の平均
は 30.7 歳であり，調査開始以降年々上昇傾向に
ある 17）。この背景に，女性の高学歴化や社会進
出が影響していると考えられる 18, 19）。また，婚姻
年齢の高年化は，妊孕性の低下 20），生殖補助医
療による妊娠率の低下や流産率の上昇 21），出産
年齢の高年化と周産期死亡率の上昇 22）に繋がる。
また，出産に関わる体力面に関しては，35 歳以
上の妊産婦は 20 ～ 29 歳群よりも産後の疲労感や
体調不良を訴える割合が有意に高いと報告されて
いる 23）。以上のことから，20 代から妊娠・出産
を考えたライフステージの構築や望んだ時に子供
を持つことができるような支援を行っていくこと
で理想の子供数を持つことに繋がると考える。

表 3　現在の子供数と理想の子供数達成・次子希望別の対象者の背景

A（n ＝ 59） B（n ＝ 66） C（n ＝ 29） D（n ＝ 67）

現在の子供数 2 人 ≦ 2 ≦ 2 ≧ 3
理想の子供数 問わない 達成 未達成 問わない
次子希望 有り 無し 無し 問わない

年齢 平均 32.2 ±   4.3 35.5 ±   4.2 ＊ 36.2 ±   4.7 ＊ 35.8 ±   3.9 ＊

＜ 20 1（  1.7） 0（  0.0） 0（  0.0） 0（  0.0）
20-24 0（  0.0） 1（  1.5） 1（  3.4） 0（  0.0）
25-29 12（20.3） 5（  7.6） 1（  3.4） 6（  9.0）
30-34 27（45.8） 20（30.3） 7（24.1） 16（23.9）
35-39 16（27.1） 26（39.4） 13（44.8） 24（35.8）
≧ 40 3（  5.1） 14（21.2） 7（24.1） 11（16.4）

同居家族 夫＋子供 50（84.7） 64（97.0）＊ 28（96.6） 61（91.0）
夫＋親族 9（15.3） 2（  3.0） 1（  3.4） 6（  9.0）

世帯収入 ＜ 300 万 2（  3.4） 5（  7.6） 2（  6.9） 8（11.9）
300-500 万 21（35.6） 19（28.8） 12（41.4） 26（38.8）
500-700 万 16（27.1） 19（28.8） 6（20.7） 14（20.9）
700-900 万 14（23.7） 13（19.7） 3（10.3） 12（17.9）
≧ 900 万 6（10.2） 10（15.2） 6（20.7） 7（10.4）

妊娠前の仕事 有 57（96.6） 53（80.3）＊ 26（89.7） 58（86.6）＊

無 2（  3.4） 13（19.7） 3（11.3） 9（13.4）

支援者 有 45（76.3） 51（77.3） 23（79.3） 56（83.4）
無 14（23.7） 15（22.7） 6（21.7） 11（16.6）

健康尺度 PCS 48.3 ± 11.9 46.8 ± 11.3 44.9 ± 10.0 48.8 ±   9.6
MCS 55.8 ±   6.9 54.4 ±   7.3 53.8 ±   7.6 54.9 ±   8.8
RCS 38.2 ± 10.8 42.8 ± 11.3 ＊ 42.5 ±   8.9 40.1 ± 11.9

（　）は％を示す，＊ p ＜ 0.05，vsA 群
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本研究では，世帯収入や健康度は次子希望に影
響を与える要因ではなかった。この結果は，第
16 回出生動向基本調査の結果 11）とは一致してい
ない。しかし，本研究でも，理想の子供数には達
していないが次子を諦めた理由のひとつに経済的
な要因があった。この結果は，収入が低くても次

子希望のある者と収入が低いから次子希望のない
者の 2 者がいることを示すものと考える。同様に，
健康度においても，健康度が低くても次子希望の
ある者と健康度が低いから次子希望のない者の 2
者が存在する可能性がある。収入や健康度が低く
ても子供を持ちたいと思う根底には，前述したよ

表 4　現在の子供数と理想達成・次子希望別の子供を持つことに対する価値観

A（n ＝ 59） B（n ＝ 66） C（n ＝ 29） D（n ＝ 67）

現在の子供数 2 人 ≦ 2 ≦ 2 ≧ 3
理想の子供数 問わない 達成 未達成 問わない
次子希望 有り 無し 無し 問わない

生活が豊かになり楽しくなる Yes 59（100.0） 59（  89.4）＊ 29（100.0） 59（  88.1）＊

No 0（    0.0） 7（  10.6） 0（    0.0） 8（  11.9）

子供を持つことは自然な事である Yes 42（  71.2） 38（  57.6） 18（  62.1） 51（  76.1）
No 17（  28.8） 28（  42.4） 11（  37.9） 16（  23.9）

子供を持つことで自分が成長できる Yes 58（  98.3） 63（  95.5） 27（  93.1） 62（  92.5）
No 1（    1.7） 3（    4.5） 2（    6.9） 7（    7.5）

夫婦関係を安定させる Yes 48（  81.4） 50（  75.8） 21（  72.4） 54（  80.6）
No 11（  18.6） 16（  24.2） 8（  27.6） 13（  19.4）

家系を次世代につなぐ Yes 47（  79.7） 41（  62.1）＊ 23（  79.3） 52（  77.6）
No 12（  20.3） 25（  37.9） 6（  20.7） 15（  22.4）

老後の支えとなる Yes 40（  67.8） 25（  37.9）＊ 17（  58.6） 45（  67.2）
No 19（  32.2） 41（  62.1） 12（  41.4） 22（  32.8）

将来の社会の支えとなる Yes 53（  89.8） 55（  83.3） 27（  93.1） 56（  83.6）
No 6（  10.2） 11（  16.7） 2（    6.9） 11（  16.4）

子供がいる生活に憧れる Yes 53（  89.8） 49（  74.2）＊ 23（  79.3） 60（  89.6）
No 6（  10.2） 17（  25.8） 6（  20.7） 7（  10.4）

自分の自由な時間が制限される Yes 58（  98.3） 65（  98.5） 28（  96.6） 65（  97.0）
No 1（    1.7） 1（    1.5） 1（    3.4） 2（    3.0）

仕事との両立が大変である Yes 55（  93.2） 58（  87.9） 23（  79.3） 60（  89.6）
No 4（    6.8） 8（  12.1） 6（  20.7） 7（  10.4）

経済的な負担が重くなる Yes 54（  91.5） 61（  92.4） 24（  82.8） 59（  88.1）
No 5（    8.5） 5（    7.6） 5（  17.2） 8（  11.9）

身体的な負担が重くなる Yes 54（  91.5） 64（  97.0） 27（  93.1） 60（  89.6）
No 5（    8.5） 2（    3.0） 2（    6.9） 7（  10.3）

精神的な負担が重くなる Yes 46（  78.0） 57（  86.4） 23（  79.3） 51（  76.1）
No 13（  22.0） 9（  13.6） 6（  20.7） 16（  23.9）

就職や仕事上のチャンスが制限される Yes 46（  78.0） 54（  81.8） 25（  86.2） 53（  79.1）
No 13（  22.0） 12（  18.2） 4（  13.8） 14（  20.9）

親の社会的信用が高くなる Yes 27（  45.8） 19（  28.8）＊ 15（  51.7） 23（  34.3）
No 32（  54.2） 47（  71.2） 14（  48.3） 44（  65.7）

（　）は％を示す，＊ p ＜ 0.05，vsA 群



2026 年 1 月母性衛生・第 66 巻 4 号

− 519 −

うにそれぞれの人生で育んだ子供を持つことに対
する肯定的な価値観が強く影響していることが考
えられる。今回の検討では，宮崎市で子育て中の
母親の理想の子供数は平均 2.59 人であった。全
国的には，妻の年齢 50 歳未満の初婚の夫婦を対
象とした調査では，理想の子供数は平均 2.25 人
であり，その数は 2000 年代以降ゆるやかに低下
していると報告されている 11）。また，宮崎県の
2022年の合計特殊出生率（1.63）は，全国平均（1.26）
を上回り全国で 2 番目に高い 3）が，人口置換水
準を下回っている。人口を増加させるためには，
理想の子供数を増やすための対策が必要であると
考える。OECD 加盟国での検討でも，理想の子
供数が少ない国ほど出生率が低いことが報告され
ている 15）。これに対して，宮崎市を含めた多く
の自治体で，子育て支援に対する様々な支援が実
施されている。それにも関わらず，次子希望の増
加に繋がっていない背景には，支援ではどうにも
ならない個人の価値観が関連している可能性があ
ると考える。

本研究の限界は，雇用形態を調査していないこ
とである。本研究において，人口置換水準以上
の子供を持つ可能性のある群では，妊娠前に仕事
を持っている頻度が高かった。令和 4 年度就業構
造基本調査では，育児中の者に占める有業者の割
合は 2017 年度 64.2％から 2022 年度 73.4％と上昇

し 24），性別役割分担意識に反対する者の割合は
男女ともに 2016 年度の調査より上昇傾向にある
と報告されている 25）。今回の研究の結果の背景
には，子育てに整った環境で働く女性では，産後
の職場復帰後の良いイメージを見出だすことがで
き，それが次子への希望に繋がったことがあった
のではないかと考える。しかし，この結果は，雇
用形態によって就業の継続に差が生じる可能性が
あるため，今後は，雇用形態についても調査する
必要があると考える。
Ⅴ．結　語

人口置換水準以上の子供を持つためには，収入
や体力面の不安を凌駕するような子供を持つこと
の肯定的な価値観を高めることが必要であると考
えられる。
（本研究は，2021 年度宮崎市地域貢献学術研究

助成金より助成を受けて実施した）
本論文内容に関連する利益相反事項はない。
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Factors influencing a mother's decision to have three or more children while raising a family: 
A questionnaire survey
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Abstract
Objective: This study aimed to identify factors that influence a mother's decision to have three or 
more children.
Methods: An anonymous questionnaire survey was conducted from June 2021 to November 2021 
among mothers raising children in Miyazaki City, Japan. The survey included their background, value 
of having children, ideal number of children, household income, and health level.
Results: A total of 336 mothers responded to the survey（mothers with the ideal number of children: 
n=136; mothers without the ideal number of children: n=200）. Of them, 188 wanted to have a next 
child（mothers with the ideal number of children: n=23; mothers without the ideal number of children: 
n=165）. Regardless of whether the ideal number of children was achieved, the mean age of mothers 
with a next-child desire was significantly lower than that of those without a next-child desire. In the 
group with the possibility of having three or more children, the mean age of mothers was significantly 
lower, and the number of mothers who held positive values about having children was significantly 
higher, when compared with those in the groups without its positivity. Finally, household income and 
health level was not observed the difference within these groups. The top reasons for giving up on the 
ideal number of children were age and physical strength.
Discussion: Developing positive values about having children that outweigh concerns about age and 
physical fitness is a crucial factor influencing mothers' decisions to have three or more children.

Key words：�mothers raising children，values of having children，population replacement level，
desire to have a second child，age


